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１ 坂井市 ICT 活用推進計画の策定にあたって 

 

 

 １）計画策定の背景 

 

近年、ICT＊（情報通信技術）をめぐる技術の進歩は、私たちの想像を超えるス

ピードで進展しています。特に、スマートフォンが世の中に登場してからの約 10

年間では、ネットワークインフラの発展による大量のデータ流通と相まって、コ

ミュニケーションの在り方をはじめ、仕事、観光、エンターテイメント、医療・

介護等のあらゆる分野で ICT が大きな影響を与えてきました。 

また、端末やセンサー類の小型軽量化、低廉化とそれに伴うデータ流通量の飛

躍的な増大は、「モノのインターネット（IoT＊：Internet of Things）」、「人工知

能（AI＊：Artificial Intelligence）」、「ビッグデータ＊」の活用につながり、社

会にこれまで以上の変革をもたらしつつあります。 

こうした状況をふまえ、平成 28 年 12 月、国が官民のデータ利活用のための環

境を総合的かつ効果的に整備するため、官民データ活用推進基本法（平成 28 年

法律第 103 号。以下、「基本法」という。）が、公布・施行されました。基本法で

は、国、地方公共団体及び事業者の責務を明らかにするとともに、国及び地方公

共団体に対しては、官民データ＊活用の推進に関する計画の策定を求めています。 

これを受け、国は、平成 29 年５月に「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民デー

タ活用推進基本計画」を策定し、平成 30 年６月には「官民データ活用推進基本

計画」を「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」と

して変更しました。基本計画では、国民が安全で安心して暮らせ、豊かさを実感

できる社会を実現するための「世界最先端デジタル国家」の創造に向け、IT（情

報技術）を活用した社会システムの抜本改革を掲げています。 

   本市においても、基本法第 9条第 3項の規定に基づき、本市内における官民デ

ータ活用の推進に関する施策についての基本的な計画として「坂井市 ICT 活用推

進計画（以下、「本計画」という。）」を策定することにより、事務負担の軽減、地

域課題の解決、市民並びに事業者の利便性の向上に寄与することを目指します。 

   なお、本計画は、「第 1次坂井市情報化計画」（平成 20 年 3 月策定）及び「第 2

次坂井市情報化計画（平成 25 年 3 月策定）」を引き継ぐ、本市における地域情報

化を推進する計画として策定されるものです。 
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 ２）本市の現状と課題 

 

平成 20 年（2008 年）をピークに全国の人口が減少に転じるなど、我が国が本

格的な人口減少社会に突入するとともに、少子高齢化の進展と生産年齢人口の減

少により、社会を取り巻く状況は、急激に変化を続けています。 

本市も例外ではなく、人口減少や少子高齢化の進展による地域経済の停滞、税

収の減少及び社会保障費の増大等により、財政状況が厳しくなることが見込まれ、

安定的な行政運営や行政サービスの提供に対する大きな課題となっています。 

   今後、人口減少社会にあっても、安定的な行政運営を確保しながら、行政サー

ビスの質を維持していくためには、行政手続の電子化による業務効率の向上、行

政の各種運用コストの削減、ICT 及び官民データの活用による地域課題の自発的

解消の促進が重要となっています。 

 

 

 

 

 

 ３）本市のこれまでの情報化に関する計画の推移 

 

  ① 第 1 次坂井市情報化計画【平成 20 年度～平成 24 年度】 

平成 20 年 3 月に、坂井市として初めて策定した情報化計画です。 

この計画では、基本理念を「ひととひと こころとこころ まちとまちがつな

がる u－さかい」と定めて、本市の情報化推進や ICT を活用したまちづくりに

取り組むことを目指しました。 

 

  ② 第 2 次坂井市情報化計画【平成 25 年度～平成 29 年度】 

平成 25 年 3 月に、第 2次坂井市情報化計画を策定しました。 

この計画では、基本理念をこれまでの「u－さかい」から「i－さかい」に更新

し、市民が『助け合い』『支え合い』『出会い』『ふれ合い』、この 4 つの i（人と

人のつながり）を ICT の活用を通じて、暮らしの豊かさや人と人のつながりを実

感でき、活力をもって、新たな創造・革新に自発的に取り組める坂井市を目指し

ました。 
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 ４）本市のこれまでの情報化に関する取組 

 

本市では、これまで 2度にわたって策定された「坂井市情報化計画」に基づき、

次のとおり、情報化の推進に関する施策に取り組みました。 

 

  ① 市民サービスの向上に関する主な取組 

年 度 内 容 

平成 18 年度 電子申請・施設予約サービス(ふく e-ねっと)の共同運用開始 

平成 20 年度 坂井市 Web Map の公開開始 

平成 21 年度 さかい地域 SNS＊「わいわ e－ねっとさかい」の運用開始 

平成 23 年度 4 税のコンビニ収納の開始 

平成 25 年度 坂井市オープンデータ＊の公開開始 

平成 28 年度 坂井市ホームページの全面リニューアル 

平成 29 年度 
統一した SSID＊名(Sakai_Free_WiFi)による公衆無線 LAN＊

(Wi-Fi＊)サービスの提供開始 

平成 29 年度 証明書コンビニ交付サービスの開始 

 

  ② 行政運営の簡素化・効率化に関する主な取組 

年 度 内 容 

平成 19 年度 庁内統合型 GIS＊の運用開始 

平成 21 年度 福井県電子入札システムの共同運用開始 

平成 22 年度 市内 4図書館統合システムの運用開始 

平成 23 年度 
自治体クラウド＊による「総合行政情報システム」の共同運

用開始 

平成 24 年度 
単独クラウドによる「内部情報システム・上下水道総合シス

テム」の運用開始 

令和元年度 新庁舎情報ネットワーク環境構築業務に着手 

 

  ③ 情報通信基盤の整備に関する主な取組 

年 度 内 容 

平成 17 年度 4 町間を結ぶ CATV 網によるネットワークの構築 

平成 26 年度 公衆無線 LAN 環境の整備（市内 4図書館） 

平成 28 年度 防災行政無線デジタル化の整備完了 

平成 29 年度 公衆無線 LAN 環境の整備（本庁及び支所） 

平成 29 年度 公衆無線 LAN 環境の整備開始（市内コミュニティセンター） 
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④ 情報化及び情報セキュリティ対策に関する主な取組 

年 度 内 容 

平成 18 年度 坂井市情報化推進委員会設置要綱の制定 

平成 18 年度 坂井市情報セキュリティポリシーの制定 

平成 19 年度 第 1次坂井市情報化計画の策定(平成 20 年度～24 年度) 

平成 24 年度 第 2次坂井市情報化計画の策定(平成 25 年度～29 年度) 

平成 28 年度 

自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化への対応 

：LGWAN＊接続系と個人番号利用事務系の分離 

：LGWAN 接続系とインターネット接続系の分離 

平成 29 年度 福井県情報セキュリティクラウドへの参加 
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２ 坂井市 ICT 活用推進計画の目的 

 

 

本計画は、「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（令

和元年 6月 14 日閣議決定）」を受けて、本市内の ICT 及び官民データ活用の推進を

図るとともに、国の施策と本市の施策、福井県の施策と本市の施策の整合を担保す

ることで、広域的なデータ流通の円滑な促進に寄与し、将来的な地域課題の自発的

な解消や行政及び民間のサービス水準の向上につなげ、市民の利便性向上に寄与す

るとともに、データの利活用を通じた地域経済の活性化につなげることを目的とし

ています。 

また、業務・システムの標準化やクラウド利用の推進により、必要経費の削減や

職員の事務負担の軽減を図るとともに、新たなサービスの提供やさらなる業務の効

率化を通じ、本市が抱える諸問題の解消を目指します。 

 

 

 

 

＜図 国及び市町村官民データ活用推進計画の関係＞ 

出典：内閣官房 情報通信技術（IT）総合戦略室 

市町村官民データ活用推進計画策定の手引（令和元年 10 月） 
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３ 坂井市 ICT 活用推進計画の位置付け 

 

 

 １）法令上の位置付け 

 

本計画は、基本法第 9条第 3項の規定に基づき、本市における官民データ活用

の推進に関する施策についての基本的な計画として策定するものです。 

 

 

 

＜図 官民データ活用推進基本法と市町村官民データ活用推進計画の関係イメージ＞ 

出典：内閣官房 情報通信技術（IT）総合戦略室 

市町村官民データ活用推進計画策定の手引（令和元年 10 月） 
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 ２）本市の計画における位置付け 

 

本計画は、ICT 及び官民データ活用の観点から、本市の最上位計画である「第

二次坂井市総合計画（2020 年度～2029 年度）」（以下、「第二次総合計画」という。）

において定める本市の将来像『輝く未来へ…みんなで創る希望のまち ～子ども

たちの夢を育む“ふるさと”を目指して～』の実現に向けた各施策を推進するた

めの下支えとなる個別計画として策定されるものです。 

本計画では、本市の各種計画等との情報共有や整合性を図りながら、ICT 及び

官民データ活用の推進に関する基本的な方針や具体的な施策等について定めま

す。 

また、本計画は、これまで策定された「第 1次坂井市情報化計画」（平成 20 年

3 月策定）及び「第 2次坂井市情報化計画（平成 25 年 3 月策定）」を引き継ぐ、

本市における地域情報化を推進する計画として策定されるものです。 

 

 

 

＜図 坂井市ＩＣＴ活用推進計画と第二次坂井市総合計画の位置付け＞ 
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４ 坂井市 ICT 活用推進計画の計画期間 

 

 

本計画の計画期間は、第二次総合計画の前期基本計画の期間に合わせて、令和 2

年度（2020 年度）から令和 6年度（2024 年度）までの 5年間とします。 

ただし、ICT における技術的な進展や社会情勢の急激な変化、さらには国・県の

動向をふまえながら取組を推進する必要があるため、計画期間内においても、必要

に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

R2 
2020 

R3 
2021 

R4 
2022 

R5 
2023 

R6 
2024 

R7 
2025 

R8 
2026 

R9 
2027 

R10 
2028 

R11 
2029 

 

 

 

 

 

         

 

 

＜図 坂井市 ICT 活用推進計画及び第二次坂井市総合計画の計画期間＞ 

 

第二次坂井市総合計画基本構想 １０年間 

前期基本計画 ５年間 後期基本計画 ５年間 

第二次総合戦略 ５年間 第三次総合戦略 ５年間 

坂井市 ICT 活用推進計画 ５年間 
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計画
Plan

実行
Do

評価
Check

改善
Action

５ 坂井市 ICT 活用推進計画の推進体制 

 

 

本計画の推進にあたっては、各種データの標準化やシステムの改修といった、情

報関連の取組が必須となりますが、それはあくまでも ICT 及び官民データ活用の推

進に伴う本市の経済の活性化や業務効率の向上のための「手段」に過ぎません。 

一方、本計画を推進するためには、企画、情報化推進等の管理部門と住民制度、

健康・福祉、子育て等の実施部門との連携、協力が不可欠となります。そのため、

「坂井市情報化推進委員会（委員長：総合政策部長）」において全庁的な連携を図り

ながら、情報化施策の推進を図ります。 

また、年度ごとに各部局から施策の報告を受け、坂井市情報化推進委員会を中心

に、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）による「PDCA サイク

ル」を実施することにより、各施策の進捗及び効果に関する評価・分析を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 坂井市 ICT 活用推進計画の推進体制＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

＜図 ＰＤＣＡサイクル＞ 
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６ ICT 及び官民データ活用の推進に関する施策の基本的な方針 

 

 

本計画における、ICT 及び官民データ活用の推進に関する施策の基本的な方針は、

次のとおりとします。 

 

 

  ① 手続における情報通信の技術の利用等に係る取組（オンライン化原則） 

「すぐ使える」「簡単」「便利」な行政サービスを実現するため、従来の紙文

化から脱却し、行政手続等におけるオンライン化の原則、それに伴う情報シス

テム改革・業務の見直し（BPR＊）を推進します。 

 

 

  ② 官民データの容易な利用等に係る取組（オープンデータの推進） 

本市では、既にオープンデータに関する取組を実施していますが、様々な主

体が官民データを容易に活用できるようにするため、国が策定した「オープン

データ基本指針（平成 29 年 5 月 30 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略

本部・官民データ活用推進戦略会議決定。令和元年 6月 7日改定。）」等をふま

え、本市が保有するデータのオープンデータ化をさらに推進します。 

 

 

  ③ 個人番号カードの普及及び活用に係る取組（マイナンバーカードの普及・活

用） 

「マイナンバーカードの普及とマイナンバー＊の利活用の促進に関する方針

（令和元年 6 月 4 日デジタル・ガバメント閣僚会議）」等をふまえ、国は、令

和 2 年度に予定されているマイナンバーカードを活用した消費活性化策や令

和3年3月から本格運用が開始される健康保険証としての利用等の取組を着実

に進め、マイナンバーカードの普及・利活用を推進していくこととしており、

全国の市区町村に対し、「マイナンバーカード交付円滑化計画」の策定を要請

しています。 

本市においては、国からの要請により策定した「マイナンバーカード交付円

滑化計画」に沿った施策を実施することにより、行政の事務負担の軽減及び市

民の利便性の向上に努めます。 

    また、マイナンバーカードを活用して市民の利便性の向上や地域の活性化を

図るため、国が実施するマイキープラットフォーム＊を活用した施策の推進に

取り組みます。 
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④ 利用の機会等の情報格差の解消に係る取組（デジタルデバイド＊対策等） 

地理的な制約、年齢、身体的な条件、その他の要因に基づく情報通信技術の

利用の機会又は活用のための能力における情報格差の解消に向けた取り組み

を推進します。 

 

 

⑤ 情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組（標準化、デ

ジタル化、システム改革、BPR） 

行政サービスの利便性の向上や業務の効率化を図るため、総合的なデジタル

化、業務の見直し(BPR)及び情報システムの改革を推進します。 

具体的には、情報システムについては、引き続きクラウド化などの共用化を

促進することにより、情報システムの運用経費の削減、セキュリティ水準の向

上及び災害時における業務継続性の確保を図ります。 

また、円滑な情報連携、システム間の情報連携による業務の利便性の向上及

びコストの削減に係る効果が期待できるため、各種データの標準化（共通語彙

基盤＊、文字情報基盤、地域情報プラットフォーム＊標準仕様、中間標準レイア

ウト＊仕様への準拠等）に向けた取り組みを推進します。 
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７ 坂井市 ICT 活用推進計画の基本理念等 

 

 

 １）基本理念 

 

本計画は、第二次総合計画において定める坂井市の将来像の実現に向けた各施

策を推進するための下支えとなる個別計画として、また、これまでの「坂井市情

報化計画」を引き継ぐ、本市における地域情報化を推進する計画として策定され

るものです。 

   そこで、これまでの「坂井市情報化計画」における基本理念を継承するととも

に、ICT の活用の推進に着実に取り組むことにより、全ての市民が安全・安心に

デジタル化の恩恵を享受しながら、まちづくりの基本である「人と人のつながり」

と坂井市の「住みよさ」をさらに高めることができるデジタル社会の実現を目指

すため、本計画における基本理念を次のとおり定めます。 

 

 

 

「ひととひと こころとこころ まちとまちがつながる re
リ

－さかい」 

 

 

 

 

「re
リ

－さかい」 とは？ 

新しい時代である「令和（reiwa）」を迎え、これまでの行政サービスや

行政の在り方を含めた社会全体のリノベーション（革新：renovation）が

求められる中、坂井市が有する豊富なリソース（資源：resource）を最大

限に活かしながら、ICT の活用によるデジタル化をこれまで以上に推進す

ることにより、全ての市民が安全で安心して暮らせ、豊かさを実感できる

デジタル社会「re - さかい」の実現（realize：リアライズ）を目指しま

す。 
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「ひととひと こころとこころ

まちとまちがつながる

re-さかい」

みんなで未来につなぐ

まちづくり
取組項目

互いに思いやり支え合う

まちづくり
取組項目

学ぶ意欲を支える

まちづくり
取組項目

自然と共生できる

まちづくり
取組項目

地域資源を活かし活力に

満ちたまちづくり
取組項目

安全で快適な暮らしを

支えるまちづくり
取組項目

基本理念 

基本目標 個別政策 

 ２）基本目標 

 

本計画の基本理念の実現に向けて、次のとおり基本目標を定めます。 

なお、本計画の基本目標は、第二次総合計画の基本構想において定める 6つの

施策に準拠しています。 

 

① みんなで未来につなぐまちづくり 

   ② 互いに思いやり支え合うまちづくり 

   ③ 学ぶ意欲を支えるまちづくり 

   ④ 自然と共生できるまちづくり 

   ⑤ 地域資源を活かし活力に満ちたまちづくり 

   ⑥ 安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 

 

 

 ３）体系（基本理念・基本目標・個別政策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 坂井市 ICT 活用推進計画の体系図＞ 
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８ ICT 及び官民データ活用の推進に係る個別政策（取組項目） 
 

 

 本計画における基本理念「re-さかい」の実現に向けて、次のとおり個別政策（取組

項目）に取り組みます。 

 個別政策のうち、国が目指すべき未来社会の姿として提唱している「Society5.0＊」

の実現に向けた取組（行政手続等のオンライン化や RPA＊などの先進情報技術の活用

等）及び行政サービスと市民の利便性の向上に向けた取組（本庁舎の整備にあわせた

総合窓口システムの導入や各種アプリ＊の開発及びマイナンバーの普及促進等）につ

いては、重点的に推進することとします。 

 なお、個別政策は、「PDCA サイクル」の実施による各個別政策の評価・分析の結果

や ICT の技術的な進展、社会情勢の変化及び国・県の動向をふまえ、必要に応じて見

直しを行うものとします。 

 

 

 １）基本目標 みんなで未来につなぐまちづくり 【共生・協働分野】 

 

  ① 誰もが暮らしやすい共生社会の推進 

取組項目１ QR コードを活用した各種イベント参加申込の受付 

目指す成果 

男女共同参画事業及び女性活躍推進事業等の各種イベント参加者に対す

る利便性の向上を図るとともに、男女共同参画や女性活躍に関する普及

啓発を推進します。 

取 組 内 容 

スマートフォン等を利用する若い世代が容易に各種イベントの参加申込

を行うため、募集案内チラシや市ホームページ等に福井県電子申請サー

ビスの QR コードを掲載します。 

主な担当課 総務部総務課男女共同参画推進室 

 

取組項目２ WEB 会議アプリを活用した赤ちゃんとつながるオンライン交流会の実施 

目指す成果 

中学生が赤ちゃんの保護者から、出産育児体験談を聞いたり赤ちゃんの

様子を見ることで男女が社会の対等なパートナーとして共に家事育児に

参画する意識を醸成します。また、結婚して子どもを産み育てることの

大切さに気づくきっかけをつくります。 

取 組 内 容 

コロナ禍における接触機会の低減を図るため、従来、対面にて開催して

いた交流会を WEB 会議アプリを活用したオンライン交流会として実施し

ます。 

主な担当課 総務部総務課男女共同参画推進室 

 

取組項目３ 【新】各区内におけるお知らせや回覧板をアプリで発信 

目指す成果 

自治会業務の省略化を図り区長の負担を軽減します。自治会未加入者

や、世帯員全員が情報を受け取る事が可能となるほか、紙文書の配布に

係る経費や労力の削減し、業務の効率化を図ります。 

取 組 内 容 
公式 LINE アカウントを用いたアプリ「自治会サポ！」を活用し、自治

会からのお知らせや回覧板を配信する。 

主な担当課 総合政策部まちづくり推進課 
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  ② 多様な主体と連携した協働のまちづくりの推進 

取組項目１ ホームページを活用した情報発信の強化 

目指す成果 
行政情報の積極的な発信を通じて市政への理解を深めるとともに、市民

の利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 

ホームページの改善に向けて、画面の表示、ページの分類及びカテゴリ

ー等を精査するとともに、情報の整理・更新を行います。また、問い合わ

せが多い事項についての FAQ＊の利用度を高めるとともに、アクセシビリ

ティ＊への意識向上を図るため、職員研修を実施します。 

主な担当課 総務部秘書広報課 

 

取組項目２ コミュニティセンターにおける Wi-Fi 環境の整備 

目指す成果 
コミュニティセンター内に、子どもから高齢者まで誰もが気軽に集える、

利便性の高い快適な空間の創出を図ります。 

取 組 内 容 
コミュニティセンター内のすべての部屋に、Wi-Fi 環境（無料公衆無線

LAN 環境）を整備します。 

主な担当課 総合政策部まちづくり推進課 

 

取組項目３ コミュニティセンターにおけるキャッシュレス決済＊の導入 

目指す成果 
コロナ禍における接触機会の低減及び多様化する市民ニーズに対応する

ことにより、コミュニティセンター利用時の利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 
市内 26 カ所すべてのコミュニティセンターにおいて、PayPay の QR コー

ドによるキャッシュレス決済を導入します。 

主な担当課 総合政策部まちづくり推進課 

 

取組項目４ 回遊推進アプリを活用した市街地の活性化 

目指す成果 
丸岡地区内における回遊を促進し、滞在期間を延長させることにより、

市街地の活性化を図ります。 

取 組 内 容 

レンタサイクル事業にあわせ、スタンプラリーや史跡や施設等の道案内、

施設来場やゲーム参加でのポイントの付与など、多彩な機能を備えたア

プリを作成し、サービスを提供するとともに、アプリの利用を促進しま

す。 

主な担当課 生活環境部丸岡支所 

 

  ③ 国際・都市間交流の推進 

取組項目１ 市役所窓口サービスの多言語化の推進 

目指す成果 
市役所を訪れる外国籍の市民等の利便性の向上と適切で分かりやすい行

政サービスの提供に努めます。 

取 組 内 容 
市役所を訪れる外国籍の市民等との多言語による意思疎通を図るため、

ICT 機器（多言語翻訳機等）を活用した窓口サービスを導入します。 

主な担当課 総務部総務課 

 

④ 関係人口の拡大と住みよさの実感 

取組項目１ 市勢要覧を活用した情報発信の強化 

目指す成果 
魅力ある本市の風景や雰囲気に触れてもらうことにより、本市の魅力を

分かりやすく伝え、知名度のアップやイメージの向上を図ります。 

取 組 内 容 

令和 2 年 3 月の市勢要覧の全面リニューアルにあわせて、紙面に掲載さ

れている写真の一部に QR コードを設けることにより、スマートフォンな

どで動画や 360 度 VR＊画像を視聴できるようにします。 

主な担当課 総務部秘書広報課 
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取組項目２ SNS を活用した情報発信の強化 

目指す成果 
本市の魅力や住みよさを全国に PR するとともに、関係人口の創出と拡大

を図ります。 

取 組 内 容 
本市のイベント情報や魅力、住みよさを全国に PR するため、SNS を活用

した積極的な情報発信の強化に努めます。 

主な担当課 産業政策部観光交流課 

 

取組項目３ 電子媒体を活用したプロモーション活動の実施 

目指す成果 
本市の魅力や住みよさを全国に PR するとともに、関係人口の創出と拡大

を図ります。 

取 組 内 容 

坂井市の全国的な知名度のアップを図るため、坂井市の魅力を紹介する

内容の電子雑誌及び動画等を作成し、インターネットで情報発信を行い

ます。 

主な担当課 産業政策部観光交流課 

 

取組項目４ インターネットを活用した婚活・結婚支援 

目指す成果 
男女の出会いのきっかけとなる場を創出し、独身男女の婚活及び結婚に

対する支援を行います。 

取 組 内 容 

独身男女に対する広報媒体として効果的である SNS や市ホームページを

婚活事業のイベント告知に活用するとともに、県と連携した取り組みを

行います。 

主な担当課 総務部総務課男女共同参画推進室 

 

取組項目５ マッチングシステムを活用した婚活・結婚支援 

目指す成果 
県内での結婚を希望する人に対して、県との連携により広域的かつ総合

的に結婚に対する活動を支援します。 

取 組 内 容 

ふくい結婚応援協議会が運営するマッチングシステムを活用し、多様な

出会いの機会を提供するとともに、マッチングシステム登録者の拡大を

図ります。 

主な担当課 総務部総務課男女共同参画推進室 

 

⑤ 効率的な行財政運営の推進 

取組項目１ タブレット端末を活用した会議運営の推進 

目指す成果 

感染症対策に対応する新しい会議のスタイルを推進することにより、会

議資料等のデジタル化によるペーパーレス化、業務の効率化及び経費の

削減を図ります。 

取 組 内 容 

Web 会議を推進するため、会議用タブレット端末を導入するとともに、ク

ラウド本棚を活用した会議運営を推進し、会議資料等のペーパーレス化

に努めます。 

主な担当課 総務部総務課 

 

取組項目２ 庁舎総合案内における AI ロボットの導入 

目指す成果 
市役所を訪れる市民等の利便性の向上及び総合案内業務の効率化を図り

ます。 

取 組 内 容 
来庁者に対して市役所庁舎における総合案内業務を実施するため、１階

アトリウムの総合案内に AI ロボットを導入します。 

主な担当課 総務部総務課 
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取組項目３ テレワークの導入に向けた実証実験の実施 

目指す成果 

職員の子育てや介護と仕事の両立、女性のキャリア継続を支援すること

により、職員一人一人のライフステージに合った多様な働き方を実現で

きる「働き方改革」を推進します。 

取 組 内 容 
テレワークの実証実験を通じ、課題や問題点等について検証したうえで、

テレワークの導入について検討を行います。 

主な担当課 総務部職員課 

 

取組項目４ 【新】ふるさと納税ワンストップ特例申請のオンラインサービス事業 

目指す成果 

マイナンバーカードを活用したオンラインサービスにより、寄付者の書

類提出の軽減と、職員による提出書類の開封・チェック作業の軽減を図

ります。 

取 組 内 容 

公的個人認証サービスに対応しているスマホアプリ「ＩＡＭ（アイアム）」

で、マイナンバーカードを活用したオンラインサービスによりワンスト

ップ特例申請を電子により受け付けます。 

主な担当課 総合政策部企画政策課 

 

取組項目５ RPA 導入による業務の効率化 

目指す成果 業務の効率化及び時間外勤務の縮減を図ります。 

取 組 内 容 業務の効率化が見込める業務に対し、RPA 及び AI－OCR＊を導入します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目６ 庁内統合型 GIS システムを活用した業務の効率化 

目指す成果 
庁内業務の効率化・高度化及びコストの削減を推進するとともに、質の

高い行政サービスの提供に努めます。 

取 組 内 容 
操作研修会の開催及び業務担当課に対する技術的助言等を通じ、庁内業

務における GIS システムの活用を推進します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目７ 自治体情報システムの標準化・共通化＊ 

目指す成果 

令和 2年 12 月に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」に基

づき、自治体の情報システムの標準化・共通化に取り組むことにより、

情報システム等の共同利用、手続の簡素化、迅速化、行政の効率化等を

推進します。 

取 組 内 容 

目標時期を令和 7 年度とし、「（仮称）Gov-Cloud＊」の活用に向けた検討

をふまえ、基幹系 20 業務システムについて国の策定する標準仕様に準拠

したシステムへ移行します。（事務は、福坂広域圏を中心として、あわら

市及び永平寺町とともに、取り組むこととします。） 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目８ 庁内チャットツールの導入 

目指す成果 

庁内チャットツールを導入することにより、職員間の情報伝達や情報共

有における利便性の向上、意思決定の迅速化及びペーパーレス化を図る

ことにより、庁内業務の効率化を推進します。 

取 組 内 容 

文部科学省のマイスター・ハイスクール事業の指定校となった坂井高校・

情報システムコースの生徒が開発した庁内チャットツール「SmooChat（ス

ムーチャット）」を導入します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 
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取組項目９ 【新】働き方を変えるデジタル環境整備事業 

目指す成果 

「Microsoft365」を導入することにより、ペーパーレス会議の促進、オ

ンライン会議の対応、クラウドストレージ、テレワーク・リモートワー

クの活用を図ります。 

取 組 内 容 

「Microsoft365」を段階的に導入し、クラウド型サービスに移行/切替し

ていくことで、セキュリティ対策を担保しながら、場所や端末にとらわ

れない多様な働き方に対応できる業務環境を整備します。また、環境を

十分に活用できるよう、端末を従来のデスクトップ型からノート型へと

変更します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目 10 デジタル・トランスフォーメーション（DX＊）の推進 

目指す成果 

市が担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住

民の利便性を向上させるとともに、RPA や AI 等の活用により業務の効率

化を図り、人的資源を行政サービスのさらなる向上につなげることを目

指します。 

取 組 内 容 

令和 2年 12 月に総務省が作成した「自治体デジタル・トランスフォーメ

ーション（DX）推進計画」に基づき、自治体が取り組むべきとされた事

項・内容について、着実に実施します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目 11 【新】ＬＩＮＥを活用した行政サービス事業 

目指す成果 

市公式ＬＩＮＥアカウントと市が提供するサービスとの連携により Web

窓口の一体化を図ります。チャットボット等の活用により、効率的なサ

ービスの提供、市民満足度の向上を図ります。 

取 組 内 容 

市公式ＬＩＮＥアカウントを開設し、必要な人に必要な情報を届ける「プ

ッシュ型」の情報発信体制を整備します。 

ＬＩＮＥアカウントと各種アプリケーションとの連携によるサービスの

一体化、また、市民からの通報機能や予約機能等の提供を行います。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 DX 推進室 

 

取組項目 12 【新】電子契約の導入 

目指す成果 
紙による契約を電子契約化し、発注者・受注者双方の負担軽減を図りま

す。 

取 組 内 容 
電子契約による事務処理上の課題を解決し、将来的に電子契約を実施し

ます。 

主な担当課 財務部監理課 

 

取組項目 13 税申告及び賦課資料の電子化の推進 

目指す成果 
税申告及び賦課資料の電子化を推進することにより、市民の利便性の向

上と事務の効率化を図ります。 

取 組 内 容 

国税連携システムへのデータ送信及び法務局登記情報データの基幹系シ

ステム＊への取込を実施するとともに、各種の税申告・申請の電子化によ

り、申告・申請から納付に結び付くシステムの検討を行います。 

主な担当課 財務部課税課 
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取組項目 14 【新】固定資産税家屋評価タブレットの活用 

目指す成果 
家屋評価タブレットを試験導入し、入力の手間やペーパーレス化など、

事務作業の省力化を図ります。 

取 組 内 容 

家屋評価システムがインストールされた家屋評価タブレットを試験導入

し、効果等についての検証を行い、家屋調査業務の事務効率向上を図り

ます。 

主な担当課 財務部課税課 

 

取組項目 15 【修正】市税の納付方法の多様化の推進 

目指す成果 納税者の利便性と市税の収納率の向上を図ります。 

取 組 内 容 

共通納税対象税目の拡大（固定資産税・軽自動車税・市県民税（普徴）・

国民健康保険税）によって納付書に印字されるＱＲコードを利用するこ

とにより、多様な納付方法を推進します。 

主な担当課 財務部納税課 

 

取組項目 16 
市役所における Pay-easy＊ (ﾍﾟｲｼﾞｰ)口座振替受付サービスの導入（市

税） 

目指す成果 
納税者の利便性の向上、市税の口座振替の推進及び事務負担の軽減を図

ります。 

取 組 内 容 

納税者が金融機関に出向くことなく、市役所にて口座振替の手続を即時

に完了させることができるよう、市役所窓口に Pay-easy 端末を設置しま

す。 

主な担当課 財務部納税課 

 

取組項目 17 【新】預貯金等調査の電子化による事務の効率化 

目指す成果 
預貯金等調査を電子化することにより、調査回答期間の短縮と、事務の

効率化を図ります。 

取 組 内 容 

預貯金等調査システムを利用し、現在、紙で行っている一括預貯金調査

等を電子化します。 

また、ＲＰＡを活用して結果入力作業等を行います。 

主な担当課 財務部納税課 

 

取組項目 18 【新】集団検診会場での料金徴収レジアプリ導入 

目指す成果 集団検診会場受付における混雑の緩和と事務負担の軽減を図ります。 

取 組 内 容 

レジアプリ「Air レジ」を活用し、検診料金の計算・領収証の発行を行い

ます。また、自動集計されたデータを活用して、検診種別ごとの受診者

数・検診料金の確認処理を行います。 

主な担当課 健康福祉部健康増進課 

 

取組項目 19 公立園への保育業務システムの導入 

目指す成果 
保育士の事務負担の軽減と保育士の時間と心に「ゆとり」を持たせるこ

とにより、保育の質の向上及び子どもの健全な育成を図ります。 

取 組 内 容 
業務の効率化を図るため、登降園管理や発達記録、指導計画の作成など

の業務を支援する保育業務システムを公立園に導入します。 

主な担当課 健康福祉部保育課 
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取組項目 20 私立園への保育業務システムの導入支援 

目指す成果 
保育士の事務負担の軽減と保育士の時間と心に「ゆとり」を持たせるこ

とにより、保育の質の向上及び子どもの健全な育成を図ります。 

取 組 内 容 

業務の効率化を図るため、保育に関する計画・記録や保護者との連絡、

子どもの登降園管理などの業務を支援する保育業務システムを導入する

私立園に対し、支援を行います。 

主な担当課 健康福祉部保育課 

 

取組項目 21 窓口業務におけるキャッシュレス化の推進 

目指す成果 
窓口における現金取扱い業務の効率化及び行政サービスの利便性の向上

を図ります。 

取 組 内 容 

市役所本庁及び支所における窓口業務のキャッシュレス化の環境を整備

するため、キャッシュレス用の機器を本庁及び各支所の窓口に導入しま

す。 

主な担当課 生活環境部市民生活課 

 

取組項目 22 議会タブレット端末の整備 

目指す成果 
ペーパレス化による効率的な議会の運営及び議会内の情報共有と情報伝

達の効率化を推進することにより、議会の活性化を図ります。 

取 組 内 容 
ペーパレス議会の実施及び議会内の情報伝達の効率化を図るため、議会

タブレット端末の整備を行います。 

主な担当課 議会事務局 

 

取組項目 23 【新】オンラインの方法による委員会運営 

目指す成果 

新型コロナウイルス感染症その他重大な感染症のまん延又は災害等によ

り、議員等が委員会の開会場所に参集することが困難である場合、オン

ラインによる方法を活用した委員会運営を行います。 

取 組 内 容 

オンラインによる方法を活用した委員会（オンライン委員会）を開催す

るための例規を整備し、タブレット端末及びＷＥＢ会議開催システムを

利用して議員等が委員会に出席できるようにします。 

主な担当課 議会事務局 

 

取組項目 24 監査委員タブレット端末の整備 

目指す成果 

ペーパーレス化による効率的な監査業務の構築、事務局と委員の有機的

な情報共有と情報伝達の効率化を推進することにより、監査体制の充実

を図ります。 

取 組 内 容 
監査ごとに発生する莫大な紙資料の削減を図り、業務の効率化を進める

ため、タブレット端末を活用した監査体制の整備を行います。 

主な担当課 監査委員事務局 

 

取組項目 25 選挙当日における選挙人名簿照合システムの導入 

目指す成果 
選挙当日の投票所における受付業務の効率化を図り、名簿照合時間の縮

減に努めます。 

取 組 内 容 
投票所に名簿照合システムを導入し、受付に持参する入場券バーコード

により名簿照合を実施します。 

主な担当課 選挙管理委員会事務局 
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２）基本目標 互いに思いやり支え合うまちづくり 【福祉分野】 

 

  ① 地域福祉の充実 

取組項目１ 生活保護訪問支援システムの導入 

目指す成果 
生活保護ケースワーカーの業務の効率化及び時間外勤務の縮減を図りま

す。 

取 組 内 容 

生活保護世帯への訪問業務に係る生活保護ケースワーカーの業務負担の

軽減、並びにコロナ禍による景気の悪化により予測される生活保護受給

者の増加に対応できるよう、タブレット端末による生活保護訪問支援シ

ステムを導入します。 

主な担当課 健康福祉部福祉総務課福祉総合相談室 

 

取組項目２ 電子カンファレンスシステムの導入 

目指す成果 
カンファレンス参加者（市職員、福祉関係相談員）の移動時間の削減に

よる負担の軽減、業務の効率化及び情報の共有化を図ります。 

取 組 内 容 

福祉総合相談室で定期的に開催しているカンファレンスをオンラインに

より開催するため、デジタルホワイトボード等を整備するとともに、電

子カンファレンスシステムを導入します。 

主な担当課 健康福祉部福祉総務課福祉総合相談室 

 

  ② 児童福祉の充実 

取組項目１ 子育て支援アプリを活用した子育て情報の発信 

目指す成果 

子育て世帯の負担軽減、不安感や孤立感の解消を図るとともに、情報配

信の高度化、省力化及びコスト削減に努めることにより、安心して子ど

もを産み育てられる子育て環境の充実を目指します。 

取 組 内 容 

子育て世帯への情報発信や保護者及び関係者等との情報交換の場を提供

するアプリを導入し、導入後はサービスの提供を継続するとともに、ア

プリの新規登録・利用を促進します。 

主な担当課 健康福祉部子ども福祉課 

 

取組項目２ 
【新】子育て支援センターにおける講座・制作等のオンライン予約シス

テムの導入 

目指す成果 

子育て中の保護者が、スマートフォンの LINE 機能を使い、三国・丸岡・

坂井の子育て支援センターと友達登録を行うことで、センターでの講座

やイベント行事の参加について、オンラインで簡単に予約することがで

きるようになります。 

取 組 内 容 

三国・丸岡・坂井の子育て支援センターにおいてタブレット端末を活用

し、センターでの講座やイベント行事の参加受付について、オンライン

予約ができるシステムを構築します。 

主な担当課 健康福祉部子ども福祉課 

 

取組項目３ 翻訳機を活用した外国籍の園児に対する保育サービスの充実 

目指す成果 
保育園における外国籍の保護者及び園児との意思疎通を図るとともに、

外国籍の園児に対する保育サービスの充実を図ります。 

取 組 内 容 
日本語がほとんど話せない外国籍の保護者や園児とのコミュニケーショ

ンを図るため、必要に応じ、公立園に翻訳機を整備します。 

主な担当課 健康福祉部保育課 
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取組項目４ 児童クラブ及び児童館(室)へのスマートフォンの整備 

目指す成果 

児童クラブ及び児童館(室)における ICT 環境を整備するとともに、業務

の効率化、情報共有による連携の強化及び利用者に対する利便性の向上

を図ります。 

取 組 内 容 

ネット環境の無い児童クラブ及び児童館(室)における情報通信機器を、

旧型携帯電話やダイヤル式設置電話等からスマートフォンに更新（整備）

します。 

主な担当課 健康福祉部保育課 

 

取組項目５ 
公立保育園等における保護者への一斉メール配信サービスシステムの導

入 

目指す成果 
公立保育園等における災害等の緊急時の連絡手段を整備し、保護者に対

する迅速な情報提供体制の確立を図ります。 

取 組 内 容 
災害等の緊急時における保護者への迅速な連絡の手段として、一斉メー

ル配信サービスシステムを導入します。 

主な担当課 健康福祉部保育課 

 

取組項目６ オンラインによる子育て相談支援体制の整備 

目指す成果 

新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが不透明な中、新しい生活ス

タイルに対応した相談支援体制を整備するとともに、安心して子どもを

産み育てられる子育て環境の充実を図ります。 

取 組 内 容 

子育て支援センターや子育て世代包括支援センターにタブレット端末を

置き、LINE アプリを活用した子育てオンライン相談支援体制を整備しま

す。整備後は、オンライン相談を実施し、利用者の利便性の向上を図り

ます。 

主な担当課 健康福祉部子ども福祉課 

 

取組項目７ 地域子育て支援拠点施設（民間委託事業所）へのタブレット端末の整備 

目指す成果 

新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが不透明な中、新しい生活ス

タイルに対応した相談支援体制を整備するとともに、安心して子どもを

産み育てられる子育て環境の充実を図ります。 

取 組 内 容 

地域子育て支援拠点施設（民間委託事業所）利用者のオンライン相談支

援体制を整備するため、事業委託により各施設にタブレット端末を整備

します。整備後は、オンライン相談を実施し、利用者の利便性の向上を

図ります。 

主な担当課 健康福祉部子ども福祉課 

 

取組項目８ 児童クラブ入退出管理システムの導入 

目指す成果 

児童クラブにおける業務を効率化し、指導員が児童と向き合う環境を整

備することにより、指導員の負担軽減や放課後児童クラブの質の向上を

図ります。 

取 組 内 容 
業務の効率化を図るため、児童の入退出の確認や出欠情報の集計業務等

を行う児童クラブ入退出管理システムを導入する。 

主な担当課 健康福祉部保育課 
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 ③ 高齢者福祉の充実 

取組項目１ 認知症高齢者等見守りシステムの導入 

目指す成果 認知症高齢者等を地域全体で支える見守りネットワークを拡充します。 

取 組 内 容 

行方不明となった認知症高齢者等の早期発見と保護につなげるためのシ

ステムを導入し、サービスを提供するとともに、システムの利用を促進

します。 

主な担当課 健康福祉部高齢福祉課 

 

取組項目２ 高齢者見守りロボットの導入 

目指す成果 

高齢者の孤独感を解消するとともに、離れて暮らす家族の不安と負担の

軽減を図ることにより、1 人暮らしの高齢者が住み慣れた地域で安心し

て暮らせる環境の充実を目指します。 

取 組 内 容 
緊急通報システム機能を備えた見守りロボットを 1 人暮らしの高齢者に

貸与します。 

主な担当課 健康福祉部高齢福祉課 

 

  ④ 障がい者福祉の充実 

取組項目１ 聴覚障がい者に対する相談支援体制の充実 

目指す成果 
手話を言語として生活する聴覚障がい者等の利便性の向上と相談支援体

制の充実を図ります。 

取 組 内 容 
聴覚障がい者等が、聞こえる者と同等に市に対し連絡を取ることができ

る体制を確保するため、ビデオ通話・文字チャットを導入します。 

主な担当課 健康福祉部社会福祉課 

 

  ⑤ 健康づくりの推進 

取組項目１ 健康アプリを活用した健康づくりの推進 

目指す成果 楽しみながら続けられる健康づくりの推進を図ります。 

取 組 内 容 

健康行動の取り組みに対するポイントの付与とポイントに応じた特典が

得られる仕組みを構築した健康アプリを作成し、健康づくりへの動機づ

けと習慣化を推進していきます。 

主な担当課 健康福祉部健康増進課 

 

  ⑥ 地域医療体制の充実 

取組項目１ 坂井市立三国病院における自動受付機及び自動支払機の設置（導入） 

目指す成果 
外来時の受付及び支払の時間短縮による受診者の利便性の向上、並びに

業務の効率化と経費の削減を図ります。 

取 組 内 容 
坂井市立三国病院の外来受付に、自動受付機及び自動支払機を設置（導

入）します。 

主な担当課 坂井市立三国病院 

 

取組項目２ 坂井市立三国病院におけるオンライン資格確認システムの導入 

目指す成果 資格確認業務の効率化と行政サービスの利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 

マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書を利用した資格情報の取

得・取込みを行うため、坂井市立三国病院の外来受付に、資格確認端末

機及び顔認証付きカードリーダーを設置します。 

主な担当課 坂井市立三国病院 
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  ⑦ 社会保障制度の安定的な運営 

 

取組項目１ 
【新】生活保護申請にかかる預貯金照会業務の電子化による事務の効率

化 

目指す成果 
預貯金等調査を電子化することにより、調査回答期間の短縮と、事務の

効率化を図ります。 

取 組 内 容 
預貯金等調査システムにより、現在、紙で行っている預貯金調査等を電

子化します。 

主な担当課 健康福祉部福祉総務課福祉総合相談室 

 

取組項目２ 国保データベース（KDB)システムを活用した地域の健康水準の向上 

目指す成果 
本市の健康課題を明らかにし、医療費の抑制を図ることにより、国民健

康保険制度をはじめとする社会保障制度の安定的な運営に努めます。 

取 組 内 容 

特定健診・特定保健指導、医療及び介護保険等において、国保連合会の

KDB システムを活用し、効率的で効果的な保健事業及び介護予防事業、将

来的には「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」事業の実施を推

進します。 

主な担当課 生活環境部保険年金課 

 

取組項目３ QR コードを活用した人間ドック助成申請の受付 

目指す成果 
国民健康保険加入者（被保険者）に係る人間ドック助成申請の負担の軽

減、利便性の向上及び受付事務の効率化を図ります。 

取 組 内 容 

仕事の都合や交通事情等により、来庁が困難な国民健康保険加入者（被

保険者）が容易に人間ドックの申込を行うため、募集案内チラシや市ホ

ームページ等に福井県電子申請サービスの QR コードを掲載します。 

主な担当課 生活環境部保険年金課 

 

取組項目４ 健診 Web 予約システムの導入 

目指す成果 
集団健診申込者の利便性の向上と予約受付事務に係る負担の軽減を図り

ます。 

取 組 内 容 
パソコン やスマホから、簡単に集団健診の予約ができるよう、健診 Web

予約システムを導入します。 

主な担当課 生活環境部保険年金課 
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３）基本目標 学ぶ意欲を支えるまちづくり 【教育分野】 

 

  ① 学校教育の充実 

取組項目１ 【修正】教育用 AI ロボット（Pepper）の導入 

目指す成果 

プログラミング教育に係る授業の円滑な実施と教員の負担軽減を図ると

ともに、プログラミング的思考（論理的思考）、創造性及び問題解決能力

の育成に努めます。 

取 組 内 容 
教育用 AI ロボットを活用して、「主体的・対話的で深い学び」の実現や

プログラミング教育及び ICT 活用教育の充実を図ります。 

主な担当課 教育委員会事務局学校教育課 

 

取組項目２ 【修正】普通教室への大型モニターの整備（小・中学校） 

目指す成果 
ICT に対する児童、生徒の興味や関心を高めることにより ICT 教育の推

進につなげるとともに、教材作成等に関する教員の負担軽減を図ります。 

取 組 内 容 全小中学校の普通教室に大型モニターを整備します。 

主な担当課 教育委員会事務局学校教育課 

 

取組項目３ デジタル教科書の導入（小・中学校） 

目指す成果 

デジタル教科書を活用した視覚的に分かりやすく、対話的で深い学びが

できる授業を実施することにより、学校教育の質の向上及び教材作成等

に関する教員の負担軽減を図ります。 

取 組 内 容 
小学校の主要 4 教科（国語・算数・社会・理科）及び中学校の主要 5 教

科（国語・数学・社会・理科・英語）のデジタル教科書を導入します。 

主な担当課 教育委員会事務局学校教育課 

 

取組項目４ 学習支援ソフトを活用した「主体的で対話的な深い学び」の実現 

目指す成果 

「主体的で対話的な深い学び」を通じ、坂井市の子ども達がＩＣＴを活

用し、予測できない社会の変化への対応、他者と主体的に関わり、自ら

の可能性を発揮し、よりよい社会の創り手となることが期待されます。 

取 組 内 容 
GIGA スクール構想に基づく、一人一台に対応した「主体的で対話的な深

い学び」を行うため、学習支援ソフトを導入します。 

主な担当課 教育委員会事務局学校教育課 

 

取組項目５ 【新】小中学校校務支援事業 

目指す成果 
教職員の校務事務を省力化し、働き方改革を推進するため、校務支援シ

ステムを導入します。 

取 組 内 容 
県・市・学校間のネットワーク構築および機器設定をします。各種操作

研修を実施します。 

主な担当課 教育委員会事務局学校教育課 

 

取組項目６ 学校ネットワークの集約化 

目指す成果 
学校ネットワークの強靭化、学校間・教員間の情報共有を図るとともに、

導入コスト及び運用コストの削減を推進します。 

取 組 内 容 

現在、各学校に設置されているサーバ＊等の主要機器を市役所本庁に設置

（センターサーバ化）することにより、学校ネットワークを集約化しま

す。 

主な担当課 教育委員会事務局教育総務課 
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取組項目７ GIGA スクール構想に基づく児童・生徒への学習用 ICT 端末の整備 

目指す成果 
子供たち一人ひとりに個別最適化された、創造性を育む教育 ICT 環境の

実現に取り組み、児童・生徒の情報活用能力の育成を推進します。 

取 組 内 容 

市内全小・中学校の児童・生徒全員に 1台ずつの学習用 ICT 端末(タブレ

ット端末)を整備するとともに、小・中学校の校内 LAN 環境を整備しま

す。 

主な担当課 教育委員会事務局教育総務課 

 

  ② 社会教育・生涯学習の充実 

取組項目１ SNS を活用した成人式の情報発信の強化 

目指す成果 
成人式実行委員会及び成人式参加者の利便性の向上を図るとともに、情

報発信の強化に努めます。 

取 組 内 容 

成人式の運営において LINE などの SNS を活用して、成人式実行委員会と

新成人の間における情報の共有及び発信を図るとともに、成人式当日の

様子を配信します。 

主な担当課 教育委員会事務局生涯学習スポーツ課 

 

取組項目２ インターネットを活用した図書館サービスの充実 

目指す成果 
図書館利用者の利便性の向上とインターネットを活用した図書館サービ

スの充実を図ります。 

取 組 内 容 

市内図書館全館に Wi－Fi（無料公衆無線 LAN 環境）を設置するとともに、

坂井市立図書館ホームページを活用して、図書館サービスの情報発信や

図書のインターネット予約サービスなどを提供します。 

主な担当課 教育委員会事務局坂井市立図書館 

 

③ 歴史・文化・芸術の伝承と振興 

取組項目１ インターネットを活用した文化情報の発信及び文化施設間の連携 

目指す成果 

市と文化施設が連携しながら、一体となって坂井市の文化情報を広く発

信することにより、本市の文化振興及び市内外における文化交流を図り

ます。 

取 組 内 容 

市及び文化施設の連携を図るため、それぞれのホームページをリンクさ

せるとともに、各文化施設のホームページや SNS を活用してイベント紹

介や募集案内をはじめとする本市の文化情報の発信を行います。 

主な担当課 教育委員会事務局文化課 

 

取組項目２ 【修正】インターネットを活用した博物館サービスの充実 

目指す成果 

市の博物館施設として、みくに龍翔館の魅力を向上させるとともに、坂

井市の歴史文化遺産の保存とさらなる活用、観光や学校との連携を推進

します。 

取 組 内 容 

みくに龍翔館の展示案内の充実と収蔵資料の活用を図り、ホームページ

上での資料検索や閲覧を可能とするため、資料のデジタルアーカイブ化

を推進します。また、インターネットを活用した情報発信や遠隔授業等

に取り組みます。 

主な担当課 教育委員会事務局文化課みくに龍翔館 
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  ④ 生涯スポーツの振興 

取組項目１ スポーツ施設における Wi-Fi 環境の整備 

目指す成果 
海外からの競技参加者、大会関係者及び観客等に対する情報発信の強化

と利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 

ワールドマスターズゲームズなどの国際スポーツ大会の開催にあわせ

て、競技会場（スポーツ施設等）における Wi-Fi 環境（無料公衆無線 LAN

環境）の整備について検討を行い、必要に応じて仮設の設備を設置しま

す。 

主な担当課 教育委員会事務局生涯学習スポーツ課 
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４）基本目標 自然と共生できるまちづくり 【環境分野】 

 

  ① 自然環境の保全と共生 

取組項目１ 電力デマンド測定機器を活用した市役所庁舎の使用電力量の抑制 

目指す成果 
経費の削減を図るとともに、坂井市として省エネルギー対策に取り組む

ことにより地球温暖化対策を推進し、自然環境の保全に努めます。 

取 組 内 容 
電力デマンド測定機器により管理された空調管理システムを市役所庁舎

に導入し、使用電力量の最大値（デマンド）を抑制します。 

主な担当課 財務部監理課 

 

  ② 循環型社会の構築 

取組項目１ ごみ分別アプリを活用したごみの減量化と再資源化の推進 

目指す成果 
ごみの分別等に関する情報伝達手段の強化を図ることにより、市民の利

便性の向上、並びにごみの減量化及び再資源化を推進します。 

取 組 内 容 
ごみの分別方法や収集日などの情報を提供するアプリを作成し、サービ

スを提供するとともに、アプリの利用を促進します。 

主な担当課 生活環境部環境推進課 

 

  ③ 生活環境の保全と充実 

取組項目１ 大気汚染監視テレメーターシステムを活用した大気汚染状況の監視 

目指す成果 
自然環境を保全し、市民の良好な生活環境を維持することにより、市民

の健康を守ります。 

取 組 内 容 

大気汚染監視テレメーターシステムにより、大気汚染状況の常時監視を

行うとともに、その結果を県のホームページを通じてリアルタイムに公

表します。 

主な担当課 生活環境部環境推進課 

 

  ④ 美しい景観資源の活用 

取組項目１ 美しい景観資源を活用した PR 映像の作成 

目指す成果 

ふるさとの特徴として発信できる自然や歴史など、本市の美しい景観資

源を発信するとともに、「ふくい」を強く印象付ける広域景観の形成を図

ります。 

取 組 内 容 

「ふくい嶺北連携中枢都市圏」連携市町の景観に優れた眺望スポットを

発信するための景観 PR 映像を作成するとともに、その映像を連携市町の

ホームページや動画共有サイト等を活用して公開します。 

主な担当課 建設部都市計画課 
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５）基本目標 地域資源を活かし活力に満ちたまちづくり 【産業分野】 

 

  ① 農林水産業の振興 

取組項目１ スマート農業＊の導入に対する支援 

目指す成果 
スマート農業の導入による農作業の省力化や収穫量の拡大、農作物の高

品質化を推進することにより、市内農業の振興を図ります。 

取 組 内 容 
県が整備する GPS 基地局を活用した自動操舵システムの導入など、スマ

ート農業に対する支援を推進します。 

主な担当課 産業政策部農業振興課 

 

取組項目２ 鳥獣被害対策支援システムの導入 

目指す成果 
有害鳥獣対策に係る業務の省力化と効率的な有害鳥獣の捕獲による農作

物被害の低減を図ります。 

取 組 内 容 

箱わな ICT やスマートデバイス＊等による有害鳥獣の捕獲強化や業務の

省力化を図るため、クラウド型の鳥獣被害対策支援システムを導入しま

す。 

主な担当課 産業政策部農業振興課 

 

取組項目３ 【新】おさかな料理教室 WEB 予約の導入 

目指す成果 
おさかな料理教室の参加受付にＷＥＢ申し込みシステムを導入し、利用

者の利便性を図ります。 

取 組 内 容 ＷＥＢ申し込みシステムを導入します。 

主な担当課 産業政策部林業水産振興課 

 

  ② 商工業の振興 

取組項目１ 「カイモンカード」を活用した市内商店街の活性化 

目指す成果 
市内の商店及び商店街の活性化、並びに市内における消費の拡大と消費

者の利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 

坂井市商業振興組合により統一されたポイントカード（カイモンカード）

の活用と運用を支援するとともに、令和 2 年度より「カイモンカード」

に行政ポイント＊を付与する事業を実施します。 

主な担当課 産業政策部商工労政課 

 

取組項目２ 電子決済サービスを活用したキャッシュレス決済の普及 

目指す成果 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者への支援及び市内

における消費の促進による地域経済の活性化を図るとともに、電子決済

サービスの活用によるキャッシュレス決済の普及に努めます。 

取 組 内 容 電子決済サービス事業者と連携したキャンペーンを実施します。 

主な担当課 産業政策部商工労政課 

 

  ③ 観光の振興 

取組項目１ インターネットを活用した観光情報発信の強化 

目指す成果 
観光情報の発信の強化を図ることにより、本市への誘客と新しい観光客

の取り込みを強化します。 

取 組 内 容 

既存の観光パンフレットの集約化やデジタルデータへの更新などにより

観光情報を整理するとともに、SNS やホームページなど、できるだけ多く

の手段を駆使し、タイミングに応じて必要となる観光情報の効果的な発

信を図ります。 

主な担当課 産業政策部観光交流課 
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取組項目２ 観光施設における Wi-Fi 環境の整備 

目指す成果 
多様な観光ニーズに対応するための環境整備を推進するとともに、観光

客の利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 

観光施設への Wi-Fi 環境（無料公衆無線 LAN 環境）を順次整備するとと

もに、Wi-Fi 環境整備済みの観光施設の SSID の統一による利便性の向上

や Wi-Fi 環境の面的な整備を推進します。 

主な担当課 産業政策部観光交流課 

 

取組項目３ 広域観光アプリを活用した観光情報の提供 

目指す成果 
越前加賀地域を訪れる外国人旅行者に対する観光情報の発信の強化と利

便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 
新型コロナウイルス感染拡大のため、令和 3 年度をもって、広域観光ア

プリの運用を終了します。 

主な担当課 産業政策部観光交流課 

 

取組項目４ 電子チケット販売プラットフォームを活用した電子チケットの販売 

目指す成果 
坂井市・あわら市エリアを訪れる観光客の周遊を促し、満足度の向上と

観光消費額の拡大を目指します。 

取 組 内 容 

坂井市・あわら市で構成している「周遊滞在型観光推進委員会」のあわ

ら温泉・三国温泉魅力向上推進事業において、これまで紙チケットで販

売していた、坂井・あわらエリアの人気施設で利用できる「周遊チケッ

ト」を「周遊デジタルチケット 2021」としてデジタル化して、販売を行

います。 

主な担当課 産業政策部観光交流課 

 

取組項目５ 【新】観光動向調査へのビッグデータ活用 

目指す成果 
ビッグデータ等の活用により、理想的なエリアマーケティングの確立を

目指します。 

取 組 内 容 

流動人口分析ツールを使用し、東尋坊や丸岡城をはじめ市内主要観光ス

ポットの情報収集、動向解析・分析に活用します。ビッグデータの活用

により、日時・発地別の滞在数等の変化を随時把握します。 

主な担当課 産業政策部観光交流課 

 

④ 働く環境の充実 

取組項目１ 
インターネットを活用した UIJ ターン就職希望者に対する情報発信の強

化 

目指す成果 
UIJ ターン就職希望者や若い世代に対して本市の魅力や住みよさを PRす

ることにより、移住・定住の促進を図ります。 

取 組 内 容 

市ホームページや SNS（坂井市公式フェイスブック等）を活用して、全国

に向けて本市の魅力や住みよさを発信し、UIJ ターン就職希望者等に対

して本市の PR を行うとともに、移住・定住に関する情報の提供を行いま

す。 

主な担当課 総合政策部企画政策課 
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６）基本目標 安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 【都市基盤分野】 

 

  ① 災害に強いまちづくりの推進 

取組項目１ 坂井市総合防災情報システムの導入 

目指す成果 
国や県との情報共有や災害状況の的確な把握に努め、防災・減災対策を

推進することにより、災害から市民の生命と財産を守ります。 

取 組 内 容 
新庁舎の完成にあわせて、新庁舎の災害対策本部室内に坂井市総合防災

情報システムを導入します。 

主な担当課 総務部安全対策課 

 

取組項目２ 防災アプリを活用した災害情報の提供 

目指す成果 
災害情報の伝達手段の強化・充実を図り、防災・減災対策を推進するこ

とにより、災害から市民の生命と財産を守ります。 

取 組 内 容 
災害に関する情報などを提供する防災アプリを作成し、サービスを提供

するとともに、アプリの利用を促進します。 

主な担当課 総務部安全対策課 

 

取組項目３ 防災行政メールの登録の推進（防災情報の提供） 

目指す成果 
災害情報や緊急情報を速やかに市民に直接提供することにより、災害か

ら市民の生命と財産を守ります。 

取 組 内 容 
災害情報などの情報伝達の強化を図るため、防災行政メールの登録を推

進します。 

主な担当課 総務部安全対策課 

 

  ② 安全・安心対策の充実 

取組項目１ 防災行政メールの登録の推進（防犯情報の提供） 

目指す成果 
防犯に関する情報や緊急情報を速やかに市民に直接提供することによ

り、犯罪から市民を守ります。 

取 組 内 容 
防犯情報などの情報伝達の強化を図るため、防災行政メールの登録を推

進します。 

主な担当課 総務部安全対策課 

 

  ③ 住環境の整備 

取組項目１ 【修正】空家等データベースの整備 

目指す成果 
空家等に関するデータベース化を推進することにより、庁内における情

報の共有と事務の効率化を図ります。 

取 組 内 容 

空家等の所在地、全体調査や個別調査の結果及び特定空家の認定状況な

どの情報を共有するため、空家等データベースを整備します。 

５年に一度の空家調査を実施するにあたり、スマートフォンを使用し、

事務負担の軽減を図ります。 

主な担当課 建設部都市計画課 

 

 ④ 安定した水の供給と良好な水環境の維持 

取組項目１ 集中監視システムを活用した配水場等の状況監視 

目指す成果 
作業の効率化及び維持管理費の低減を推進するとともに、災害時におけ

る情報収集の迅速化を図ります。 

取 組 内 容 

市内各所に点在している配水場等の水位、流量及び水質などの運転状況

を坂井浄水場に設置されている集中監視システムにて集中的に監視・管

理します。 

主な担当課 建設部上下水道課 
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取組項目２ スマートフォン検針の導入 

目指す成果 
上下水道使用者へのサービス向上と検針作業の効率化及びセキュリティ

リスクの低減を図ります。 

取 組 内 容 
検針の方法を、従来のハンディターミナルによる検針から、スマホアプ

リと通信サーバーを活用したスマートフォン検針に変更します。 

主な担当課 建設部上下水道課 

 

取組項目３ 上下水道料金の納付方法の多様化の推進 

目指す成果 上下水道使用者の利便性と上下水道料金の収納率の向上を図ります。 

取 組 内 容 
スマホ決済やクレジットカード収納など、納付チャネルの新規導入によ

る上下水道料金の納付方法の多様化を推進します。 

主な担当課 建設部上下水道課 

 

取組項目４ 
市役所における Pay-easy(ﾍﾟｲｼﾞｰ)口座振替受付サービスの導入（上下水

道料金） 

目指す成果 
上下水道使用者の利便性の向上、上下水道料金の口座振替の推進及び事

務負担の軽減を図ります。 

取 組 内 容 

上下水道使用者が金融機関に出向くことなく、市役所にて口座振替の手

続を即時に完了させることができるよう、市役所窓口に Pay-easy 端末を

設置します。 

主な担当課 建設部上下水道課 

 

  ⑤ 暮らしを支える道路網の整備 

取組項目１ 除雪状況管理システムの導入 

目指す成果 
効果的で効率的な除雪作業を実施することによる除雪作業の早期完了と

冬期間の市民生活の安全の確保に努めます。 

取 組 内 容 

除雪車の位置情報のリアルタイム確認や稼働時間及び移動距離の集計を

効率的に行うため、除雪車に GPS 端末を取り付けるとともに、除雪状況

管理システムを導入します。 

主な担当課 建設部建設課 

 

取組項目２ 【新規】AI による道路路面性状調査の導入 

目指す成果 
カメラ搭載の車両とＡＩにより舗装状態を把握し、舗装補修工事の優先

度を決定します。 

取 組 内 容 

カメラ搭載の車両を用いて舗装の状態を測定し、人工知能（ＡＩ）によ

り、道路の舗装のひび割れ、わだち掘れ、平坦性などの解析を行い舗装

状態を把握し、計画的に舗装補修工事を実施します。 

主な担当課 建設部建設課 

 

  ⑥ 地域公共交通と広域ネットワーク拠点の充実 

取組項目１ コミュニティバスの運行路線等の web 検索サービスへの対応 

目指す成果 
コミュニティバスの運行路線等の検索が容易にできる環境を整備するこ

とにより、バス利用者の利便性の向上と利用促進を図ります。 

取 組 内 容 

コミュニティバスの時刻表や運行路線等の検索を web 上で可能にするた

め、コミュニティバスの時刻表や運行路線等を共通データ（GTFS＊）化し、

バスの運行路線等の web 検索サイトへ提供します。 

主な担当課 総合政策部公共交通対策課 
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取組項目２ 「オンデマンド型」交通の導入 

目指す成果 

坂井市コミュニティバスとの併用となる新たな交通手段として、利用者

が事前に予約して運行する「オンデマンド型」交通の導入を推進し、地

域交通環境の充実を図ります。 

取 組 内 容 

利用者がスマートフォン等からアプリを通して予約をし、相乗りを含め

た最適なルートを選択して運行する予約・運行システムを構築し運用し

ます。 

主な担当課 総合政策部公共交通対策課 

 

  ⑦ 情報ネットワーク社会の構築 

取組項目１ オープンデータ化の推進 

目指す成果 行政に対する透明性・信頼性の向上及び地域経済の活性化を図ります。 

取 組 内 容 
本市が保有する情報のオープンデータ化の推進、二次利用＊しやすいデー

タ形式での公開及び推奨データセット＊への取り組みを検討します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目２ Society5.0 の実現に向けた先進情報技術の活用（導入） 

目指す成果 
国の第 5 期科学技術基本計画において、我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱された「Society5.0」の実現を目指します。 

取 組 内 容 

5G＊（第 5 世代移動通信システム）を利活用しながら、IoT や RPA、人工

知能（AI）、ビックデータなどの先進情報技術の活用（導入）についての

検討を行います。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目３ 市内公共施設における Wi-Fi 環境整備の検討 

目指す成果 市内公共施設の利用者の利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 

市内公共施設における Wi-Fi 環境（無料公衆無線 LAN 環境）を順次整備

するとともに、Wi-Fi 環境整備済みの市内公共施設の SSID の統一につい

て検討を進めます。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目４ 情報セキュリティの強化 

目指す成果 本市が保有する情報資産の機密性＊、完全性＊及び可用性＊を維持します。 

取 組 内 容 

坂井市情報セキュリティポリシーに基づき、情報セキュリティ対策に係

る取り組みを実施するとともに、情報収集や研修等への参加を通じ、情

報セキュリティ人材の育成を推進します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目５ 行政手続等におけるオンライン化の推進＊ 

目指す成果 
市民の利便性の向上と質の高い行政サービスの提供を図るとともに、業

務の効率化を推進します。 

取 組 内 容 

福井県電子申請サービスやマイナポータル＊における電子申請機能（ぴっ

たりサービス）等を活用し、行政手続等の電子化を推進します。また、

「デジタル・ガバメント実行計画」に基づき、令和 4 年度末を目指し、

特に国民の利便性向上に資する手続について、マイナポータルからマイ

ナンバーカードを用いたオンライン手続を可能とします。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 
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取組項目６ ICT 部門における業務継続計画（ICT-BCP＊）の策定 

目指す成果 

大規模災害や事故発生時における情報システム等の被害を最小限にとど

めるとともに、行政サービスの低下による市民生活や経済活動等への影

響を抑えることにより、災害等からの早期復旧を図ります。 

取 組 内 容 

大規模災害や事故発生時において、情報システム等が中断した際の初動

対応や復旧業務の優先順位等をまとめた「ICT 部門の業務継続計画（ICT-

BCP）」を策定します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目７ Web 会議用 PC 端末の整備 

目指す成果 
Web 会議を活用したリモートワークに係る環境整備を行うことにより、

新型コロナウイルスへの感染リスクの軽減と業務の効率化を図ります。 

取 組 内 容 
本庁、支所及び出先機関にインターネット接続可能な Web 会議用 PC 端末

等を整備します。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目８ 高齢者に対するスマートフォンの利用促進 

目指す成果 

高齢者においてもデジタルによる各種サービス等を享受できるよう、デ

ジタルの活用に係る格差を解消するとともに、地域の担い手等によるサ

ポートを受けられる場の提供と高齢者が互いに相談できるコミュニティ

の形成を目指す。 

取 組 内 容 

地域におけるアウトリーチ型の支援として、地域のＮＰＯ法人等に委託

し、高齢者が気軽に集まることができるコミュニティセンターにおいて、

スマホ講座や相談会を実施する。 

主な担当課 総合政策部情報統計課 

 

取組項目９ マイナンバーカードの普及促進 

目指す成果 マイナンバーカードの取得率の向上を目指します。 

取 組 内 容 
マイナンバーカード取得によるメリットを市民に周知するとともに、交

付・更新手続きに係る受付体制を強化します。 

主な担当課 生活環境部市民生活課 

 

取組項目 10 各種証明書コンビニ交付サービスの普及促進 

目指す成果 行政サービスの利便性の向上による市民サービスの充実を図ります。 

取 組 内 容 

マイナンバーカードを交付する際などに、各種証明書コンビニ交付サー

ビスのメリットを市民に周知することにより、サービスの普及促進を図

ります。 

主な担当課 生活環境部市民生活課 

 

取組項目 11 戸籍情報システムのセキュリティ強化 

目指す成果 
戸籍情報システムで管理している情報に関するセキュリティの強化及び

災害時における可用性の向上を図ります。 

取 組 内 容 
優れたセキュリティ機能を有し、機密性・完全性・可用性が確保できる

新しい戸籍情報システムを導入します。 

主な担当課 生活環境部市民生活課 

 

取組項目 12 総合窓口システムの導入 

目指す成果 
市役所窓口における待ち時間の短縮と手続きに係る負担の軽減により、

行政サービスの利便性の向上を図ります。 

取 組 内 容 
新庁舎における窓口業務の開始にあわせて、総合窓口システムを導入し

ます。 

主な担当課 生活環境部市民生活課 
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取組項目 13 【新】農地法の行政手続きにおけるオンライン化の推進 

目指す成果 
申請者の利便性の向上と質の高い行政サービスの提供を図るとともに、

業務の効率化を推進します。 

取 組 内 容 

農林水産省共通申請サービス（eMAFF）を活用し、農地法等に基づく農地

の権利関係の電子申請の受領や申請結果の通知など、行政手続きの電子

化を推進します。 

主な担当課 農業委員会事務局 

 

取組項目 14 【新】農業委員会タブレット端末の整備 

目指す成果 

ペーパーレス化による効率的な総会の運営及び総会内の情報共有と情報

伝達の効率化を推進します。タブレット端末に表示されるデジタル地図

（農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF 地図)）を活用して現地

確認を行うことにより効率化・省力化を目指します。 

取 組 内 容 
ペーパーレス総会の実施及び総会内の情報伝達の効率化のほか、デジタ

ル地図を活用するため、委員等へのタブレット端末の整備を行います。 

主な担当課 農業委員会事務局 
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９ セキュリティ及び個人情報の適正な取扱いの確保 

 

 

本計画の実施にあたっては、「サイバーセキュリティ＊基本法（平成 26 年法律第

104 号）」、「サイバーセキュリティ戦略(平成 27 年 9 月 4 日閣議決定)」、「地方公共

団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン(平成 13 年 3 月 30

日策定。令和 2年 12 月 28 日改定。)」、「坂井市情報セキュリティポリシー(平成 18

年 9 月 22 日策定。令和 3年 4月 1日改定。)」に基づく適切な情報システムの運用

体制を確保するほか、「個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 57 号)」に

基づく適正なデータの公開、運用を図ることとし、データ活用に係る地域住民の不

安の払拭に努めます。 
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10 用語説明 

 ＊（アスタリスク）付きの用語については、本項を参照してください。 

 

＜50 音順＞ 

用 語 意 味 

あ アクセシビリティ 

情報通信分野においては、年齢的・身体的な条件に関わらず、

高齢者や障がい者などのハンディを持つ人であっても、情報や

Web サービス、ソフトウェア等が円滑に利用できることを意味

する。 

 アプリケーション 

（アプリ） 

作業の目的に応じて開発されたコンピュータ上で使用するソフ

トウェアのこと。ワープロソフト、表計算ソフト、画像編集ソ

フトなど様々な種類がある。 

 オープンデータ 

国、地方公共団体及び事業者が保有するデータのうち、誰もが

インターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布

等）できるよう、①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可

能なルールが適用されたもの、②機械判読に適したもの、③無

償で利用できるもの、といういずれの項目にも該当する形で公

開されたデータのこと。 

か 

ガバメントクラウド 

（Gov-Cloud） 

政府の情報システムについて、共通的な基盤・機能を提供する

複数のクラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS）の利用環境であ

り、早期に整備し、運用を開始することとしている。また、地

方自治体の情報システムについても、「ガバメントクラウド」を

活用できるよう、具体的な対応方策や課題等について検討を進

めることとしている。 

 官民データ 

国、地方公共団体若しくは事業者によって、その事務又は事業

の遂行にあたり、管理、利用又は提供される電子データのこ

と。なお、本計画における「官民データ」は、市が自ら保有す

るデータが中心となる。 
 基幹系システム 

行政機関等において、業務の中心的な役割を果たしている情報

システムのこと。行政機関においては、住民情報や税情報な

ど、市民情報にかかわる情報システムが基幹システムとなる。 

 機密性・完全性・可用性 

情報セキュリティの 3 要素のこと。 

・機密性：情報にアクセスすることが認可されたものだけがア

クセスできることを確実にすること。 

・完全性：情報及び処理方法の正確さ及び完全である状態を安

全防護すること。 

・可用性：認可された利用者が、必要なときに情報にアクセス

できることを確実にすること。 

 キャッシュレス決済 

お札や小銭などの現金を使用せずにお金を払うこと。クレジッ

トカード、デビットカード、電子マネー、プリペイドカード、

スマートフォン決済（QR コードなど）など、様々な手段があ

る。 

 共通語彙基盤 
分野や組織を横断してデータを交換するために、データ項目や

データ構造等を整理した枠組みのこと。 
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用 語 意 味 

 行政手続等における 

オンライン化の推進 

令和 4年度（2022 年度）末を目指して、主に住民がマイナンバ

ーカードを用いて申請を行うことが想定される手続（31 手続※）

について、マイナポータルからマイナンバーカードを用いてオ

ンライン手続を可能にするとともに、それ以外の各種行政手続

についても、積極的にオンライン化を進めること。 
※31 手続：子育て(15 手続)、介護(11 手続)、被災者支援(罹災

証明書)、自動車保有(4 手続)の計 31 手続 

 行政ポイント 
自治体が、その自治体の財源を原資として独自に発行するポイ

ントのこと。健康ポイントなどがある。 

 クラウド（クラウド 

コンピューティング） 

インターネットなどのネットワークを利用して、サーバやアプ

リ等をサービスの形で提供する利用形態のこと。 

さ サーバ 

ネットワーク上で情報やサービスを提供するコンピュータのこ

と。なお、サーバに対して、情報やサービスを要求するコンピ

ュータを「クライアント」という。 

 サイバーセキュリティ 

電子情報の安全管理のための対策、並びに情報システム及び情

報通信ネットワークの安全性と信頼性の確保のための対策が講

じられ、その状態が適切に維持管理されていること。 

 自治体情報システムの 

標準化・共通化 

基幹業務システムを利用する原則全ての地方公共団体が、目標

時期である令和 7年度（2025 年度）までに、ガバメントクラウ

ド上に構築された標準化基準に適合した基幹業務システムへ移

行すること。 

 推奨データセット 

国において、地方公共団体によるオープンデータの公開と利活

用を促進するため、オープンデータに取り組み始める地方公共

団体の参考となるよう、公開することが推奨されるデータセッ

ト及びフォーマットの標準例をとりまとめたもの。 

 スマートデバイス 
様々な用途に使用可能な、情報処理機能を有する電子機器（多

機能端末）のこと。スマートフォンやタブレット端末など。 
 スマート農業 

ロボット技術や ICT を活用し、農業の省力化、精密化及び高品

質生産の実現等を推進する新たな農業のこと。スマート農業の

活用により、農作業における省力化・軽労化を推進するととも

に、新規就農者の確保や栽培技術力の継承等が期待される。 

た 

地域情報 

プラットフォーム 

様々なシステム間の連携（電子情報のやりとり等）を可能にす

るために定めた、各システムが準拠すべき業務面や技術面のル

ール（標準仕様）のこと。 

 チャット 

インターネットで、複数の人と同時に文字やイラストを用いて

会話できる仕組みのこと。チャット（chat）とは“おしゃべ

り”の意味。 

 中間標準レイアウト 

地方公共団体の情報システムの更改に際し、既存システムから

次期システムへのデータ移行を円滑に行うため、移行データの

項目名称、データ型、桁数、その他の属性情報等を標準的な形

式として定めた移行ファイル用のレイアウト仕様のこと。中間

標準レイアウト仕様の活用により、システム更改時における円

滑なデータ移行や移行コストの削減が可能。 
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用 語 意 味 

 デジタルデバイド 

インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる人と

利用できない人との間に生じる格差のこと。情報格差ともい

う。 

な 二次利用 
特定の目的のために収集・作成されたデータ（一次データ）を

複製、加工、頒布及び転載等により利用すること。 

は ビッグデータ 

ボリュームが膨大で、かつ構造が複雑であるが、そのデータ間

の関係性などを分析することで新たな価値を生み出す可能性の

あるデータ群のこと。スマートフォン等を通じた位置情報や行

動履歴、インターネットやテレビでの視聴・消費行動等に関す

るデータなど。 

ま 

マイキー 

プラットフォーム 

マイナンバーカードを活用し、公共施設などの様々な利用者カ

ードを一枚にするとともに、行政ポイント（各自治体の健康ポ

イントなど）をクラウド化することにあわせ、クレジットカー

ドなどのポイントやマイレージを地域経済応援ポイントとして

全国各地に導入・合算し、様々な住民の公益的活動の支援と地

域の消費拡大につなげることを目的とした事業。総務省は、利

用者の ID 等を格納する「マイキープラットフォーム」と、地域

経済応援ポイント協力企業のポイントを変換・合算する機能な

どを有する「自治体ポイント管理クラウド」等の情報基盤を構

築した。 

 マイナポータル 

マイナンバー制度の導入にあわせて新たに構築した、国民一人

ひとりがアクセスできる、政府が運営するポータルサイトのこ

と。具体的には、自己情報表示機能、情報提供等記録表示機

能、プッシュ型サービス、ワンストップサービス等を提供する

基盤であり、国民一人ひとりが様々な官民のオンラインサービ

スを利用できる。 

 マイナンバー 

（個人番号） 

日本国内に住民票を有する全ての人が、一人につき１つ持つ 12

桁の番号のこと。外国籍でも住民票を有する人には、住所地の

市町村長から通知される。マイナンバーは、行政を効率化し、

国民の利便性を高め、公平・公正な社会を実現するための社会

基盤で、その利用範囲は法令等で限定されており、社会保障、

税、災害対策分野の行政手続で利用されている。 

 無線 LAN 

電波を利用して無線でデータを送受信する LAN のこと。公共施

設や交通機関などで、多くの人が利用できるよう整備している

ものを公衆無線 LAN という。代表的な無線 LAN の規格として、

「Wi－Fi」がある。 



 

40 

 

＜アルファベット・数字順＞ 

用 語 意 味 

A AI 

Artificial Intelligence の略。人工知能のこと。人工的な方

法による学習や判断などの知的な機能の実現、及び人工的な方

法により実現した機能の活用に関する技術のこと。 

 AI－OCR 

Artificial Intelligence - Optical Character Recognition 

の略。手書きの書類や帳票の文字を、AI（人工知能）技術を活

用して高精度で読み取りを行い、データ化する新しい OCR（光

学的文字認識）技術のこと。 

B BCP 

Business Continuity Plan の略。事業継続計画のこと。行政機

関等が、災害やシステム障害、不祥事などの緊急事態に遭遇し

た場合に、被害を最小限にとどめつつ、重要な業務の継続又は

早期の復旧を可能とするため、平常時に行うべき活動や緊急時

における方法、手段などを取り決めておく計画のこと。 

 BPR 

Business Process Reengineering の略。業務改革のこと。既存

の組織やビジネスルールを抜本的に見直し、利用者の視点に立

って業務プロセス全体について、職務、業務フロー、管理機構

及び情報システムを再設計すること。 

C CIO 

Chief Information Officer の略。「最高情報統括責任者」など

と訳される、行政機関等の組織において情報化戦略を立案・実

行する責任者のこと。 

D 
DX（デジタル・トランス

フォーメーション） 

将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を活用

して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること（「世界

最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」

2020 年 7 月 17 日閣議決定）で、行政にとっての DX とは、デジ

タル技術を活用して行政サービスを変革すること。 

F FAQ 

Frequently Asked Questions の略。「よくある質問」と「その

回答」を集めたもので、コンピュータやアプリケーションを利

用した際に生じる疑問や質問のうち、頻繁に回答しているもの

をまとめたもののこと。 

G GIS 

Geographic Information System の略。地理情報システムのこ

と。地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持ったデー

タ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、

高度な分析や迅速な判断を可能にするシステムのこと。 

 GPS 

Global Positioning System の略。全地球測位システムのこ

と。人工衛星を利用して、自分が地球上にいる位置を正確に測

定できるシステムのこと。 

 GTFS 

General Transit Feed Specification の略。公共交通機関の時

刻表とその地理的情報に使用される共通のオープンフォーマッ

トのこと。 

I ICT 

Information and Communication Technology の略。情報通信技

術のこと。従来から使われていた IT(Information Technology

の略。情報技術のこと。)に替わって、通信ネットワークによっ

て情報が流通することの重要性を意識する言葉として使用され

ている。 
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用 語 意 味 

 IoT 

Internet of Things の略。「モノのインターネット」のこと。

自動車・家電・ロボット・施設など、あらゆるモノがインター

ネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノのデー

タ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み

出すというコンセプトを表している。 

L LAN 

Local Area Network の略。同じ建物内などの比較的近い距離で

コンピュータを接続するネットワークのこと。LAN を導入する

と、同じ LAN に接続しているコンピュータとのファイル共有や

プリンタの共有などを行うことができる。 

 LGWAN 

Local Government Wide Area Network の略。「総合行政ネット

ワーク」のこと。LGWAN は、地方公共団体を相互に接続する行

政専用のネットワークで、地方公共団体相互のコミュニケーシ

ョンの円滑化、情報の共有による情報の高度利用を図るための

基盤として整備され、全国の地方公共団体の組織内ネットワー

クを相互に接続している。また、府省間ネットワークである

「政府共通ネットワーク」との相互接続により、国の機関との

情報交換を行っている。 

P Pay-easy（ペイジー） 

税金や公共料金、各種料金などの支払いを、金融機関の窓口や

コンビニのレジに並ぶことなく、パソコンやスマートフォン、

携帯電話、ATM から支払うことができるサービスのこと。 

R RPA 

Robotic Process Automation の略。従来は人の手で行っていた

定型業務を、パソコンの中にあるソフトウエア型のロボットに

より、自動処理（自動化）すること。 

S SNS 

Social Networking Service の略。インターネットを利用して

人と人との社会的な（ソーシャル）つながり（ネットワーキン

グ）を構築することができるサービスの総称のこと。主な SNS

として、Twitter、Facebook、LINE 及び Instagram などがあ

る。 

 
Society5.0 

（ソサエティ 5.0） 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高

度に融合させることにより、地域、年齢、性別、言語等による

格差なく、多様なニーズ、潜在的なニーズにきめ細やかに対応

したモノやサービスを提供することで経済的発展と社会課題の

解決を両立し、人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送る

ことのできる、人間中心の社会のこと。国の第 5 期科学技術基

本計画において、我が国が目指すべき未来社会の姿として初め

て提唱された。なお、スマートシティは、 Society5.0 の先行

的な実現の場といわれている。 

 SSID 

Service Set Identifier の略。無線 LAN のアクセスポイント

（接続先）を識別するため割り当てる固有の名称。SSID 名を統

一する事で、利用者は別のアクセスポイントでも容易に無線

LAN に接続することができる。 

V VR 

Virtual Reality の略。仮想現実（仮想空間）のこと。コンピ

ュータの中で、目の前にある現実とは異なる、現実に近い仮想

現実（仮想空間）を表現する技術のこと。 
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用 語 意 味 

W Wi-Fi 

無線通信の国際標準通信規格で、IEEE 802.11 シリーズを利用

した無線通信のこと。無線 LAN の通信規格のひとつ。業界団体

の「Wi-Fi Alliance（ワイ・ファイ・アライアンス）」が発行し

ており、相互接続性などに関する試験をパスした装置には、Wi-

Fi のマーク（ロゴ）の表示が許可されている。 

5 5G 

G とは Generation（世代）の略で、「第○世代移動通信システ

ム」のことを「○G」といい、5G は「第 5世代移動通信システ

ム」のこと。携帯電話などの通信に用いられる移動通信システ

ムの「5世代目」で、「超高速」だけでなく、「多数接続」や

「超低遅延」といった特徴を持つ、2020 年からの実現が期待さ

れている次世代の移動通信システムのこと。 
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